
(総 則 )

第 1条 受託者 (以下 「乙」 とい う。)は、別冊図面及び仕様書等に基づき、頭書の業務委託料

(以下 「業務委託料」とい う。)を もつて、頭書の委託業務 (以 下「委託業務Jと いう。)を

完了しなければならない。

2 前項の「仕様書」に明記 されていない仕様があるときは、委託者 (以下 「甲」という。)と

乙が協議 して定める。

(業務実施 爾程表 )

第 2条 ど」は、契約締結の日から7日 以内に騨冊仕様書及び図函等に基づき業務実施日程表を作

成 し、甲に提出しなければならない。ただ し、履行期限が 20日 以内についてはその限りでな

とヽ 。

2 甲は、業務実施 日程表を受理したときは、ただちにこれを審査し、不適当と認めたときは、

その理由を目月記し期 口を指定して、再提出をもとめ、適当と認めたときは、承認を与えなけれ

ばならない。

(権希ll義務の譲渡等)

第 3条 乙|ま 、この契約によつて生ずる権利又は義務を第二者に譲渡 し、又は継承させてはなら

ない。ただし、あらかじめ、書血
~に

より甲の承諾を得た場合は、この限 りでない。

(目 的物の自由使用権 )

第 4条  甲は、この契約の目的物を自由に使用、又はこれを使用するにあたり、その内容等を変

更することができる。

(再委託等の禁止)

第 5条 乙は、委託業務の処理を他に委託し、又は講負わせてはならない。ただし、あらかじめ、

書面により甲の承諾を得たときは、この限 りでない。

(調査職員)

第 5条の2 甲は、乙の業務の履行についての指示及び監督にあたる調査職員を定めたときは、

書面により、その氏名を乙に通知するものとする。調査職員を変更したときも同様とする。

(主任担当者 )

第 5条の 3 乙は、委託業務の履行上の管理を行 う主任担義者を定め、書面によりその氏ネを甲

に通矢置するものとする。主任担当者を変更 したときも同様 とする。

(委託業務の調査等 )

第 6条 甲は、必要と認めるときは、乙に対 して委託業務の鎚理状況について調査 し、又は報告

を求めることができる。



(業務内容の変更等 )

第 7条 甲は、必要がある場合には、委託業務のぬ容を変更 し、若 しくは委託業務を一時中止す

ることができる。この場合において、業務委託料叉は履行期限を変更する必要があるときは、

甲乙協議 して書面により、これを定める。

2 前項の場合において、乙に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担 しなければならない。

(履行期限の延長)

第 8条 乙は、調査ほ支障を及ぼす天侯の不良、その他その責に帰すことができない事曲又は正

当な理筆角により、履行期限までに委託業務を完了することができないことが日月らかになったと

きは、甲に対 して遅滞なくその理由を付 して履行期限の延長を求めることができる。

(経済変動に基づく契約内容の変更)

第 8条の2 履行期限内に、日本国内での経済情勢の激変により契約内容が著しく不適当と認め

られるに至ったときは、その実情に応じ、甲乙協議して、契約金額叉は委託業務内容を変更す

ることができる。

(臨機の措置)

第 8条 ?ヽj)3 乙は、災害防止叉は盗難防止等 (以 下「災害防止」という。)のため特に必要と認

められるときは臨機の措置をとらなければならない。この場合において、必要があると認める

ときは、乙は、あらかじめ、甲の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事

情があるときは、この限りでない。

2 前項あ場合において、乙は、
マ
そのとつた措置について遅滞なく甲に報告しなければならない。

3 甲は、災害防止その他業務を行 う上で特に必要があると認めるときは、れに対して臨機の措

置をとることを請求することができる。

4 乙が第 1項又は前項の規定により臨機の措置をとつた場合において、当該措置に要した費用

のうち、乙が業務委託料の範囲において負担することが適当でないと認められる部分について

は、甲がこれを負担する。

(一般的損害)

第 9条 この契約の目的物の引渡前に生 じた損害 |ま 、乙の負担とする。ただし、その損害の発生

が甲の責に帰すべき事鶏による場合において,ま 、この限りでない。

(第二者に及ぼした損害)

第 10条 委託業務の処理について第二者に損害を及ぼしたときは、乙の負担イこおいて賠償する。

ただし、その損害の発生が甲の責に帰すべき事由による場合においては、甲の負担とするっ

(履行遅滞の場合,こおける選延利息)

第 11条 乙の責に帰する事由により、履行期限までに委託業務を完了することができない場合

において、履行期限後に完了する見込みがあると認めたときは、甲は乙から遅延利息を徴収し
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て履行期限を延長することができる。

前項の遅延利息は、延長 日数に応 じ、政府契約の支松遅延防止等に関する法律 (昭和 24年

法律第 256号。以下 「支払遅延防止法」とい う。)第 8条第 1項の規定に基づき定められた率

の割合で計算 した額とする。

(検査及び引渡 し)

第 12条 乙は、委託業務を完了したときは、遅滞なく甲に対して委託業務完了報告書及び仕様

書に定める書類等一式を提出しなければならない。

2 甲は、前項の業務完了報告書に定める書類一式を受理したときは、その厨から 10日 以内に

目的物について検査を行わなければならない。

3 前項の検査の結果不合格となり、瞬的物について補正を命ぜ られたときは、乙は遅滞なく導

該補正を行い、FFに補正完了の届及び仕様書に定める書類等一式を提出して再検査を受けなけ

ればならない。

4 前項の場合において、補正を命 じた輩日から補正完了の日までの期 FH号 に rヽ,ぃてとま、乙は、遅

延利息を支払わなければならない。この場合における遅延利息額については、前条第 2項の規

定を準用する。

5 甲が検査合格の通央置をしたときは、目的物の引渡 しがあつたものとする。

(委託料の支拡 )

第 13条 乙は、前条第 2項の規定による検査に合格 したときは、甲に対 して業務委託料の支払

を請求するものとする。

2 甲は、前項の支払請求を受理 した場合、その支払請求書が適法なものであるときは、その日

から起算 して、30日 以内に業務委託料を支払わなければならない。

(部分払)

第 14条 乙は、業務の完成前に、業務の既済部分に対する委託料相当額の 10分の 9以内の額に

ついて部分払いを請求することができるcただし、この請求は、委託期 FH辱 中 国をこえること

ができない。

(契約不適合責任 )

第 15条 甲は、引き渡された成果物が種類又は晶質に関して契約の内容に適合 しないもの (以

下「契約不適合Jと い う。)であるときは、乙に対 し、成果物の修補又は代替物の引渡 しによ

る履行の追完を請求することができる。

2 前項の場合において、どとは、甲に不相当な負担を課するものでないときは、甲が請求 した方

法と異なる方法による履行の追完をすることができる。

3 第 1項の場合において、甲が相当の期 F自号を定めて履行の追完の催告をし、その期 F日辱内に履行

の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応 じて代金の減額を請求することができる。

ただし、次の各号のいずれかに該義する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請

求することができる。

(1)履行の追完が不能であるとき。

(2)乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示 したときs

(3)成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期 F需写内に履行しなけれ



ぼ契約をした目的を達することができない場合においで、乙が履行の追完をしないでその時

期を経過 したとき。

(4)前 3号に掲げる場合のほか、甲がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見

込みがないことが明らかであるとき。

(契約不適合責任期間等 )

第 16条  甲は、引き捜 された成果物に関し、第 12条第 5項の規定による引渡 し (以 ド本条に

おいて単に「引渡 しJと い う。)を受けた 日から2年以内でなければ、契約不適合奄'理 由と

した履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の滅額の請求又は契約の解除 (以 下本条にお

いて 「請求等」 とい う。)をすることができない。

2 前項の講求等は、具体的な契約不適合の内容ゝ請求する損害額の算定の根拠等当該請求等

の根蠅を示 して、乙の契約不適合責任を聞 う意思を明確に告げることで行 う。

3 甲が第 1項又は第 2項に規定する契約不適合に係る講求等が可能な期 P需耳 (以 下この項及び

第 6項に溶いて 「契約不適合責任期間」 とい う。)の ブヽlに契約不適合を知 り、その旨を乙に

通矢日した場合において、甲が通知から 1年が経過するまでに読項に規定する方法による請求

等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。

壌 甲は、第 1項叉とま第 2項の請求等を行つたときは、当該請求等の根拠 となる契約不適合に

関し、民法の消滅時効の範囲で、当該講求等以外に必要 と認められる請求等をすることがで

きる。

5 前各項の規定は、契約不適合が乙の故意又は重過失により生じたものであるときには適用

せず、契約不適合に関する乙の責任については、民法の定めるところによる。

6 民法第 637条第 1項の規定は、契約不適合責任期間については適用 しない。

7 甲は、成果物の引渡 しの際に契約不適合があることを失霞ったときは、第 1項の規定にかか

わらず、その旨を直ちに乙に通知 しなけれ子ぎ、当該契約不適合に F美髯する請求等をすることは

できない。ただし、乙がその契約不適合があることを女「つていたときは、この限りでない。

8 引き渡された成果物の契約不適合が設計図書の記載為容、甲の指示又は貸与晶等の性状に

より生 じたものであるときは、甲は当該契約不適合を眼薄毒として、講求等をすることができ

ないcただし、乙がその記載内容、指示又は貸与品等が不適当であることを知 りなが らこれ

を通知 しなかつたときは、この限 りでない。

(甲 の催告による解除権 )

第 17条 甲をま、乙が次の各号のいずれかに該導するときは、相聾の期間を定めてその履行の催

告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間

を経過 した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微である

ときは、この眼りでない。

(1)正 当な理由なく、業務に着手すべき期 日を過ぎても業務に着手しないとき。

(2)履行期間内に完成 しないとき又は履行期 FH尋 経過後相当の期間内に業務を完了する見込み

がないと認められるとき。

(3)正 当な理由なく、第 15条第 1項の履行の追完がなされないとき。

(4)前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反 したとき。

(甲 の催告によらない解除権 )

第 18条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該碧するときは、直ちに契約の解除をすることがで



きる。

(1)第 3条 (ダ)規定に違反 して業務委託料債権を譲渡 したとき。

(2)こ の契約の成果物を完成 させることができないことが耳月らかであるとき。

(3)引 き渡された成果物に契約不適合がある場合において、その不適合が成果物を除却 した

とで再び履行 しなければ、契約の目的を達成することができないものであるとき。

(4)乙 がこの契約の成果物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示 したとき。

(5〕 乙の債務の一部の履行が不能で浄,る 場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶する意思

を日月確に表示 した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を進することがで

きないとき。

(6)契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の 日時叉は一定の期間内|こ履行 し

などすれば契約をした 目的を達することができない場合において、乙が履行 しないでそのH孝

期を経過 したとき。

(7)前各号に掲げる場合のほか、乙がその責務の履行をせず、乙が前条の催告をしても契約

をした目的を進するのに是 りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。

(8)暴力団 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第 77号)第 2

条第 2号に規定する暴カロをい う。以下本条において同じc)叉 は暴力団員 (暴力回員に

よる不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 6号に規定する暴力国員をい う。以下本条

において同じ。)汚ミ経営に実質的に関与 していると認められる者に業務委託料債権を譲渡

したとき奪

(9)第 21条叉は第 22条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。

(10)乙 が次のいずれかに該当するとき。

イ 役員等 (乙 が僣人である場合に l′まその者を、乙が法人である場合にはその役員叉はそ

の支店若 しくは常時建設 ヨンサルタン ト業務等の契約を締結する事務所の代表者をい

う。以下この号において同じ。)が暴力団員であるとき。

口 暴力国叉は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ハ 役員等が自己、自社若 しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第二者に損害を加え

る目的をもつて、暴力団叉は暴力団員を利月どするなどしたと認められるとき。

二 役員等が、暴力団又は暴力団員に対 して資金等を供給 し、又は便宜を供与するテょ`ど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力 し、若 しくは関与 していると認められ

るとき。

ホ 役員等が暴力国叉は暴力団員と社会的に非難 されるべき関係 を有 していると認められ

るとき。
へ 再委託契約又はその他の契約に当た りその相手方がイからホまでのいずれかに該当す

ることを矢脅りながら、当該者 と契約を締結 したと認められるとき。

卜 乙が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約又はその他の契約の本憂手方

としていた場合 (へに該当する場合を除く。)に、甲が乙に対 して当該契約の角
″
牛除を求

め、乙がこれに従わなかつたとき。

(甲 の任意解除権)

第 19条 甲は、業務が完了するまでの間は、前 2条の規定によるほか、必要があるときは、こ

の契約を解除することができる。

2 甲は、前項の規定により契約オど解除した場合においてt乙に損害を及ぼしたときは、その損

害を賠償しなtす ればならない。



(甲 の費めに帰すべき事由による場合の解除の制限)

第 20条 第 17条各号又は第 18条各号に定める場合が甲の責めに帰すべき事由によるものであ

るときは、甲は、第 17条又は第 18条の規定による契約の解除をすることができない。

(ど」の催告による解除権)

第 21条  乙は、甲がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告を:し、そ

の期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過し

た時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、こ

の限りでない。

(乙 の催告によらない角零除権)

第 22条  乙は、第 7条の規定により設計図書を変更したため業務委託料が 3分の 2以上減少 し

たときは、直ちにこの契約を解除することができる。

(乙 の黄めに帰すべき事由による場合の解除の制限)

第 23条 第 21条又は前条に定める場合が乙の費めに帰すべき事由によるものであるときは、

乙は、前 2条の規定による契約の解除をすることができない。

(秘密の保持)

第 24条 乙は、委託業務の処理上知 り得た秘密を他人に漏 らしてはならない。

(廷滞金等)

第 25条  乙が、この契約に基づく遅廷利息又は、賠償金を甲が指定した期間内に支払わないと

きは、甲は当該金額に対し支払遅延防止法第 8条第 1項の規定に基づき定められた率の割合で

計算した廷滞金を徴収する。

2 遅延利息又賠償金は乙に対する支払金額の中から、その金額を控除し、なお不足額が生ずる

ときは、 さら1こ 追徴する。

(契約外の事項又は契約についての疑義)

第 26条  この契約に定めない事項又は、この契約について疑義が生 じた事項については必要に

応 じ甲乙協議 して定める。


